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　上記テーマをフォローするため、2001年3月にはモロッコ、チュニジア、リビア、フランス
の現地調査を行った。なおアルジェリアは、わが国政府より渡航の自粛が求められているため
訪れることができなかった。上記4ヵ国のうちモロッコ、チュニジア、アルジェリアの3国は
EUとの自由貿易協定締結を目指して経済構造調整政策を実施している。同調査は中東協力セ
ンターの委託調査研究を兼ねて行ったものであるが、当該諸国の政府責任者、研究者に対する
ヒアリング、資料収集を行い膨大な調査結果を入手することが出来た。またフランスのCOFACE
も訪れ、アルジェリア担当者と意見交換を行うことも出来た。
　2001年度は、上記研究テーマの中でアルジェリアに焦点を絞り、同国が現在進めているEU
との交渉の進捗状況を分析した。その際の最大の論点は、同国がEUとの自由貿易協定に調印
した際、同国経済が如何なる変容を遂げるかということである。この点に関して、EUは、貿
易障壁を除去することがアルジェリア経済の再建にっながると主張している。たしかに独立後、
今日までアルジェリアがとりっづけてきた保護貿易は、同国経済を衰退させしめたことは否め
ない事実である。だが市場経済の導入のみが同国経済の蘇生につながるか否か疑問である。事
実モロッコ、チュニジアでは、貿易障壁を全面的に除去した場合、国際競争力のない国内産業
はEUの企業により駆逐されるのではないかという危惧の念が深まっている。このため国内産
業の国際競争力を強化する方策がとられているが余り功を奏していないのが現実である。
　こうしたなか、自由貿易協定締結に関しては多くの疑義がだされている。2001年度の研究で
は1992年以降現在までアルジェリア政府が危機打開策として選択した経済改革のプロセスを解
明する作業を行なった。なかでもこの間、マクロ経済の安定を実現するための政策とその結果
生み出された問題を検討した。産油国アルジェリア経済の輸出総額の94％は炭化水素輸出に依
存しており、工業製品の国際競争力は皆無に近い。こうしたなかで貿易障壁を全廃するならば、
幼稚な国内産業は全面的に駆除されることは疑う余地がない。とすれば、アルジェリアはEU
に炭化水素を輸出し、食糧から生活必需品、さらに工業製品にいたるまで総てEUからの輸入
に依存する経済が固定化されることになり、新国際分業体制が築かれることになる。こうした
現象はアルジェリアのみに限定されることではなく、隣国モロッコ、チュニジアにも適合する
めではないか。以上の諸点を解明した。
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